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　都市の均衡ある発展は，都市基盤施設の整備・充実が極めて重要であり，これらの発展・成長が
経済原理に基づいて展開されている。都市人口の増加，交通体系・交通機関の進展，それに伴う地
域商業の立地の変化等は，地域消費者の生活行動に大きな影響を与えた。都市における小売業の役
割は，市場経済の中で商品を生産者から生活者（最終消費者）に流通させることである。
　近年における小売業の商業施設は，生活提案をするショッピング機能はもちろんのこと，コミュ
ニティ性やアメニティ性等の高度な機能が一段と求められるようになった。たとえば，1996年秋に
開業予定の神奈川県相模大野駅ビルは，それ自体複合商業施設として，1っの商業街区を立体的，
計画的に構成しようとするものである。物品販売はもちろんのこと，多くの関連施設を完備するこ
とが望ましいことは言うまでもない。
　また，これらの関連施設は，2つに大別することができる。1つは，来客サービス向きの施設と
しての駐車場，自由通路，広場等であり，もう1つは，施設内容自体に関するものとしてのホテル，
レストラン，ギャラリー，スポーツ施設等である。
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　その中で，客用駐車場のあり方については，定言的な理論によって導き出されているわけではな
い。しかし，商業施設の開発にあたっては，客用駐車場は不可決の施設として避けて通ることので
きない問題である。
　本論では，来客サービス向き施設として，大きなウエイトをもつ客用駐車場に視点をあててみた。
車社会における小売業の変化と，駐車場に係る法的規制を明らかにし，相模大野地域周辺の大型店
を中心に客用駐車場の現状を捉え，相模大野駅ビルをモデルケースに，客用駐車場の必要台数を算
出し，小売業における客用駐車場の設備投資にみる経営効率の測定を試みた。そして，最後に，客
用駐車場の課題と今後のあり方について提言したものである。
1　車社会と小売業
　1．地域と商圏
　地域社会は，人間の集合体であり，生産と消費の場である。近年は，地域においても産業の形成
が，第2次産業から商業・サーfス業を中心とする第3次産業にシフトしている。特に，大型店の
もつ顧客吸引力や商業施設の再開発によって，近隣の地域消費者を吸収して，魅力ある商業都市を
形成している地域が出現している1｝。
　そうなると，消費者は，地域と地域を結ぶ道路交通のネットワークによって，ニーズやウォンツ
を満たしてくれる商業都市へと購買行動の範囲を広げ，経済生活圏域を移動するようになる。この
場合の流動性は，時間的距離がとくに問題になるが，車社会が大きく地域を変え，流動性を高める
役割を果たすことになる2）。このように，モータリーゼーションの進展と地域社会の発展・変化が，
消費者の行動を広域化させるのである。
　地域商業は，小売業と消費者の経済行為によって，市場構造を成立させており，地域における市
場を商圏として考えてみると，消費経済の発展が地域経済に対して，より大きな影響を与えている。
　また，商圏の背景には，地域性や経済性があり，消費者行動と社会構造の諸条件があり，その他
非常に多くの関連条件の中で商圏は成立すると言えよう3）。すなわち，商圏とは，立地する各小売店
舗や地域商店街の影響力の及ぶ範囲であり，その範囲に居住する消費者の多くが，その各小売店舗
や地域商店街で購買する地域を指している。そのため，地域と商圏との関係は，地域消費者と地域
商業集積によって形成されると言える。
　2．小売業と客用駐車場
　現在のわが国は，車社会が急速に進展している。都市の中心商店街やターミナル街に消費者が集
まり，地域が活性化しているのは，大量輸送機関の整備，充実による交通ネットワークが構築され
ているからである。そして，地方都市において乗用車が，消費者の足がわりとなっている今日，中
心商店街に必要なのは，道路の整備と客用駐車場の提供である4｝。
　たとえば，郊外にバイパスや高速道路のインターチェンジ等が整備され，新たな道路が開通する
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と，ロードサイドにはホームセンター（以下HCと略す），家庭電器店，紳士服店，靴店，メガネ店，
スポーツ用品店，カー・ショップ等のディスカウント型専門店チェーンの店舗やショッピングセン
ター（以下SCと略す），ファミリー・レストラン，ファースト・フード店，コンビニエンス・スト
ア，パチンコ店等のさまざまなタイプの業種・業態の店舗が続々と出店する。
　一方，中心商店街や駅周辺にある百貨店や商店街は，交通渋滞や客用駐車場の不足のために，車
社会に対応できず，消費者をロードサイド店に取られる結果となり，空洞化現象が起こっているケ
ースもある5）。
　また，地方都市の人口の増加や乗用車普及率の増加が，郊外化をねらった百貨店の出店要因にも
なっている。近年では，伊勢丹相模原店（相模原市），西神そごう店（神戸市）等の郊外型百貨店に
みられるように，全てのものをそろえるのではなく，競合するロードサイドストアの商品（たとえ
ば，家庭電器店，紳士服店，メガネ店等）との棲みわけをはかり，極力，商品を絞り込む営業形態
を取っている6）。
　このように，モータリーゼーションの進展は，小売業にとって一つの地域商業あるいは一つの商
業集積の中での競争から，地域間あるいは商業集積間の競争に着目しなければならない7）。道路網や
交通網が整備されることにより，消費者は，消費者ニーズを充足するために，消費者自身が容易に
移動することが可能となり，生活行動圏域が広がって行くのである。
　3．客用駐車場の設置と売上高との相関関係
　SCやHCでは，マーチャンダイジング（以下MDと略す）力以前にあって，店舗の売上高と入店
客数を左右する重要な要素として，客用駐車場があげられる8）。現在，HCにおける客用駐車場1台
分のスペースの平均的な売上高は，年間700万円から800万円程度あり，それより多いところで1，000
万円以上に達している店舗もあると言われている9）。
　たとえば，客用駐車場台数が100台あり，客用駐車場1台分のスペースでの売上高が年間800万円
だとすると，その店舗の年間売上高は8億円になる。すなわち，客用駐車場台数によってその店舗
の売上高が予想できるのである。
　図表1－3－1は，郊外型SCにおける客用駐車場台数の増設と専門店売上高の増加を連関グラ
フにしたものである。客用駐車場台数の増設とともに専門店売上高も増加しており，両方とも右肩
上りになっていることがよみとれる。これは，モータリーゼーションの進展に伴い，客用駐車場が
SC経営における店舗の売上高，集客力等に対して重要なポイントであると考えられる。
　小売業の発展を考える場合に，自然発生的な商業立地から立脚して，買い物に行きやすく，交通
アクセスがよく，客用駐車場のスペースが十分にある店舗が条件になってくる。すなわち，店舗に
とって「客用駐車場は，永久に売上高を産み出す資産なのである1°）」と言えよう。
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　図表1－3－1　客用駐車場台数増設と専門店売上高の連関グラフ
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（注）
1）百瀬恵夫稿「地域産業の風土性とコミュニティ」，百瀬恵夫・木谷一松編著者『地域産業とコミュニティ』白桃書
　　房，1986年，10ぺrジ。
2）前掲『地域産業とコミュニティ』10ページ参照。
3）室井鐵衛著者『商圏の知識』日本経済新聞社，1979年，20ページ参照。
4）外益三稿「街づくりはこう変わる」，久保村隆祐・流通問題研究協会編者『21世紀の流通』日本経済新聞社，1991
　　年，103ページ参照。
5）安森健稿「百貨店の市場対応戦略」，セゾンコーポレーション編者『生活総合産業論一消費社会への接近視覚』リ
　　ブプロポート，1992年，69ページ参照。
6）竹内滋郎稿「大規模小売業の構造と経営戦略」，日経産業消費研究所編者『入門・現代流通産業』日本経済新聞社，
　　1992年，94ページ参照。
7）沖茂稿「中小小売業の役割と構造変化」，日経産業消費研究所編者『入門・現代流通産業』日本経済新聞社，1992
　　年，113～114ページ参照。
8）会田玲二著者『チェーンストアの実務原則シリーズ立地調査』実務教育出版，1983年，221ページ参照。
9）前掲『チェーンストアの実務原則シリーズ立地調査」114ページ参照。
10）前掲『チェーンストアの実務原則シリーズ立地調査』212ページ。
II　駐車場に係る法的規制
　本章では，駐車場に係る法的規制の中から駐車場法の目的と法改正の要点，駐車場標準条件の附
置義務基準，改正駐車場条例，そして，公的融資制度について概要を述べることにする。
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　L　駐車場法
　駐車場に関する法律の基本となる駐車場法は，駐車場整備地区，路上駐車場，路外駐車場，建築
物における駐車施設の附置及び管理，罰則について法令で定めている。
　駐車場法の第1条において，「この法律は，都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し，
必要な事項を定めることにより，道路交通の円滑化を図り，もって公衆の利便に資するとともに，
都市の機能の維持及び増進に寄与することを目的とする。」と法の精神を謳っている。
　なお，1991年12月26日法律第109号による駐車場法改正の要点は，次の通りである1）。
　（1）駐車場の整備には，国及び地方公共団体が「総合的かつ計画的な整備の推進」に努める責務
　　　があることを明記した。
　（2）駐車場整備地区の対象範囲に，住居地域または準工業地域を追加した。
　（3）市町村には，駐車場整備地区の総合的なマスタープランである「駐車場整備計画」の策定と
　　　公表を義務づけた。
　（4）附置義務対建築物の面積下限を拡大した。
　以上のように，1991年に大幅な改正を行った駐車場法は，官民の責務・役割分担と計画性の確保
を明確にし，各種の助成措置の充実と相まって，駐車場の整備について，強力な推進を図って行く
ことである。
　2．駐車場標準条件の附置義務基準
　建築物新築の場合における駐車場施設の附置義務基準は，次の通りである2》（図表II－2－1）。
　図表II－2－1の㈲欄に掲げる地区または地域において，（イ）欄に掲げる面積が，（V）欄に掲げる面
積を超える建築物を新築しようとする者は，0⇒欄に掲げる建築物の部分の床面積をそれぞれ（オ）欄に
掲げる面積で除して得た数値を合計した数値（延べ面積が，6，000㎡に満たない場合においては，当
該合計した数値に←7ti）欄に掲げる式により，算出して得た数値を乗じて得た数値とし，小数点以下の
端数があるときは，切り上げるものとする。）の台数以上の規模を有する駐車場設備を，当該建築物
の敷地内に附置しなければならない。
　ただし，駐車場設備地区内または商業地域，若しくは近隣商業地域内において，特定用途（法20
条第1項に規定する特定用途を言う。以下同じ。）以外の用途（以下「非特定用途」と言う。）に供
する建築物で，市長がとくに必要がないと認めたものについては，この限りではない。
　なお，図表II－2－1の内容について，若干の補足説明をする。
　④駐車場施設の附置を義務づけられている建築物の規模については，〔②〕の基準値の設定が，都
　　市の人口規模による建物立地状況から以下の数値が適当であると考えられる。
人口規模が，おおむね50万人以上の都市
人口規模が，おおむね50万人未満の都市
1，500㎡
1，000㎡
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図表II－2－1　駐車場施設の附置義務基準（建築物新築）
?
駐車場整備地区内または商業地域，若しくは近隣商
ﾆ地域
周辺地域または自動車輻
ﾆ地区
? 特定用途に供する部分の床面積と非特定用途に供す
髟舶ｪの床面積に〔①〕を乗じて得たものとの合計
特定用途に供する部分の
ｰ面積
?
〔②〕 3，000㎡
工 百貨店その他の
X舗または事務
鰍ﾌ用途に供す
髟舶ｪ
特定用途（百貨
Xその他の店舗
yび事務所を除
ｭ）に供する部ｪ
非特定用途に供
ｷる部分
特定用途に供する部分
? 〔③のa〕 〔④のa〕 450m2 〔④のa〕
〔②〕×（6，000㎡一延面積） 6，000㎡一延面積?
1一 6，000㎡×ω欄面積一〔②〕×延面積 1一@　　　延面積
※1：ω欄に規定する部分及び国欄に掲げる部分は，駐車場施設の用途に供する部
@　　分を除き，観覧場にあっては，屋外観覧席の部分を含む。
ｦ2：0り）欄に規定する延べ面積は，駐車場施設の用途に供する部分の面積を除き観
@　　覧場にあっては，屋外観覧席の部分の面積を含む。
資料　商業ソフトクリエイション編『商業施設における駐車場の適正な整備に関する
　　　調査研究』岡産業研究所，1993年，117ページ。
＠〔①〕は，次の式により算出される数値である。
〔①〕
〔②〕
3，000m2
④附置を義務づけられる駐車場施設1台当たりの床面積については，図表II－2－1の中の〔③
　のa〕及び〔④のa〕の基準値の設定が，都市の人口規模による建築物用途別駐車需要の相違
　から，以下の数値が適当であると考えられる。
人口規模が，おおむね100万人以上の都市 〔③のa〕
k④のa〕
200m2
Q50m2
人口規模が，おおむね50万人以上100万人未
桙ﾌ都市
〔③のa〕
k④のa〕
150m2
Q00m2
人口規模が，おおむね50万人未満の都市 〔③のa〕
k④のa〕
150m2
P50㎡
3．改正駐車場条例
図表II－3－1及び図表II－3－2は，改正駐車場条例の対象建築物における規模及び附置義務
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台数を比較したものである。
　駐車場条例の改正前と改正後を，駐車場台数に換算してみることにする。たとえば，商業地域に
ある店舗面積が10，000㎡の百貨店と仮定した場合，特別区の附置義務駐車場台数は，改正前条例に
おいては26台であったものが，改正後条例では40台となり，14台の増加で153．8％のアップとなる。
また，市の区域の附置義務駐車場台数は，改正前条例においては26台であったものが，改正後条例
では50台となり，24台の増加で192．3％のアップとなる。
　このように，条例改正によって都市における自動車の駐車に対し，施設の整備を図り，道路交通
の円滑化を進め，都市機能の維持・増進するために，駐車場法は一段と強化されたと言える。そし
て，条例によって附置義務駐車場台数は増加したことになる。
図表II－3－1　規模及び附置義務台数の比較（特別区）
建築物規模 特別区の附置台数
特定用途
S　貨　店
ｻの他の店舗
1，500㎡
i2，000㎡）
250㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
駐車場整備地区
､　業　地　域
ﾟ隣商業地域
そ　の　他 1，500㎡
i2，000㎡）
300㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
非特定用途 2，000㎡
i3，000㎡）
300㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
周　辺　地　区
ｩ動車輻較地区
特定用途 2，000㎡
i3，000㎡）
300㎡以内ごとに1台
i400㎡ごとに1台）
資料：商業ソフトクリエイション編『商業施設における駐車場の適正な整
　　備に関する調査研究』圃産業研究所，1993年，119ページより作成。
※1：（）内は，改正前条例の規定である。
図表II－3－2　規模及び附置義務台数の比較（市の区域）
建築物規模 市の区域の附置台数
特定用途
S　貨　店
ｻの他の店舗
1，500㎡
i2，000㎡）
200㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
駐車場整備地区
､　業　地　域
ﾟ隣商業地域
そ　の　他 1，500㎡
i2，000㎡）
250㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
非特定用途 2，000㎡
i3，000㎡）
300㎡以内ごとに1台
i300㎡ごとに1台）
周　辺　地　区
ｩ動車輻鞍地区
特定用途 2，000㎡
i3，000㎡）
250㎡以内ごとに1台
i400㎡ごとに1台）
資料：商業ソフトクリエイション編『商業施設における駐車場の適正な整
　　備に関する調査研究』（財産業研究所，1993年，119ページより作成。
※1：（）内は，改正前条例の規定である。
一311一
　4．公的融資制度
　駐車場整備に対する公的融資制度をみていくことにする（図表II－4－1）。
　駐車場の問題に関しては，民間単独の力では限界があり，県レベルでの働きかけが必要である。
また，商店会（複数企業）と共同して公共駐車場を行政官庁に申請する等の方法も考えられる3）。
　なお，図表II－4－1に記載されている「注」については，公的な資金の助成を受けるための諸
条件である。本節では，その中より「注1から注7」4｝の内容について説明することにする。
　注一1　制度・金利は，1993年2月15日現在のものである。なお，融資対象・条件等については，
金融情勢等により，変更されるため，活用する場合には，融資機関等に照会したほうが良い。
　注一2　都市型計画駐車場に準ずる駐車場として地方債を起こす場合は，下記のいずれかに該当
するものとする。
　①道路の安全かつ円滑な交通の確保の観点から，著しく効果を有すると見込まれる等，緊急に整
備すべき道路の付属物としての駐車場。②大店法の規制緩和に対応して，商店街振興のために緊急
に整備が必要な駐車場。③都市整備上緊急に整備すべき駐車場で，事業着手時点で都市計画決定を
受けずに整備せざるを得ないもの。
　注一3　道路整備特別会計により，無利子貸付金を受ける場合の条件
　①当該自動車駐車場が道路の付属物として設置され管理されること。②当該自動車駐車場が設置
される都市において，駐車場整備地区に関する都市計画が定められており，または，大規模建築物
に対して，駐車施設の附置を義務づける条例が定められていること。③都市計画施設または，都市
計画施設に準ずる施設であること。④収容台数が100台以上であり，かつその建設費が2億円以上で
あること。⑤道路管理者に係るものについては25年以内，地方道路公社に係るものについては30年
以内に借入金総額（無利子貸付金以外のものも含む）を償還可能なもの。
　注一4　道路整備特別会計及び日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の
整備の促進に関する特別措置法より，無利子貸付金を受ける場合の条件
　①注一3の①②④⑤による。②都市計画施設であること。③当該自動車駐車場のうち，新設また
は改装と密接な関連を有する公共の用に供する施設の整備を伴うもので，都市機能の維持及び増進
に寄与すると認められるもの。
　注一5　都市計画駐車場に準ずるものとして，NTT－CまたはNTT－C’タイプの融資を受ける場
合の条件
　①対象とする駐車需要が広く，一般公共の用に供すべき基幹的なものであり，建設省において策
定した駐車場等整備事業3力年計画において位置付けられているものであること。②大都市中心部
（東京都区部，大阪市，名古屋市旧市街地）以外の区域で施行されていること。③道路，公園，広
場，その他の公共施設の整備を伴うこと。④事業施行区域の面積が2，000㎡以上であること。⑤整備
される建築物の延床面積が2，000㎡以上（ただし，三大都市中心部の周辺地区の地域にあっては4，000
㎡以上）であること。⑥収容台数が100台以上（ただし，三大都市中心部の周辺地区の地域にあって
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図表II－4－1　駐車場整備に対する公的融資制度一覧表
整 融
?
条　　件??
融資機関等 融　資　対　象 融
? ?
利 償還期間 償　　還 根拠法令等
体 限
?
注1 （据置期間） 方　　法
??
地 縁　故債 都市計画駐車場及び都 り異なる
銀行等によ 銀行等によ
闊ﾙなる 元　　金
○地方自治法
將n方財政法????
公営企業
燉Z公庫債
市計画駐車場に準ずる
梼ﾔ場（注2）
100％
5．50％ 20年
i3年）
均　　等 （地方債許
ﾂ方針）
体
計よ
道路整備特別会
@　りの無利子
装t金（有料道
H整備資金）
道路付属物である都市
v画駐車場又は都市計
謦梼ﾔ場に準ずる駐車
黷ﾅ注3の条件を満た
ｷもの
15％
Q0％
Q5％
S0％
0％ 20年i5年）
後　　期
?@　増
○道路整備特
@別措置法
@（有料道路
@整備資金貸
@付要領）
○道路整備特
地 定措置法
○日本電信電
方 NTT株式の売 話株式会社???
金
払収入の活用に
謔髢ｳ利子貸付
@（NTT－Aタ
道路付属物である都市
v画駐車場で注4の条
盾?桙ｽすもの
45％
狽ﾍ
T0％
0％ 20年i5年）
後　期
?@増
の株式の売
･収入の活
pによる社
公 イブ） 会資本の整
備の促進に
社 関する特別
措置法
○民間都市開
発の推進に
関する特別
措置法
???
???）
NTT株式の売
･収入の活用に
謔髢ｳ利子貸付
@（NTT－Cタ
都市計画駐車場又は，
s市計画駐車場に準ず
驍烽ﾌで注5の条件を
桙ｽすもの
25％
R7．5％
T0％
0％ 15年i3年）
元　　金
ﾏ　　等
○日本電信電
@話株式会社
@の株式の売
@払収入の活
@用による社
セ 会資本の整
備の促進に?
関する特別
措置法?
特定民間都市開発事業??????
民間都市開発推
i機構
により整備される駐車
齠s市計画駐車場又は，
s市計画駐車場に準ず
驍烽ﾌで注6の条件を
50％ 4．60％ 20年i5年）
元　　金
ﾏ　　等
○民間都市開
@発の推進に
@関する特別
@措置法
? 満たすもの
???
道路整備特
ﾊ　会　計
都市計画駐車場
s市計画駐車場に準ず 40％ 3．10％ 20年 元　　金 （道路開発資???
道路開発振
ｻセンター
るもので注7の条件を
桙ｽすもの
ｻの他
40％
80％長期プライ
?戟[トに
?P。％｝
4．15％
（5年） 均　　等 金貸付要綱）
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都市計画駐車場（注8
ﾌ条件を満たすもの） 40％ 25年 元金均等 ○日本開発銀
都市計画駐車場に準ず
5．15％ （5年） 行法
るもの（注9の条件を 30％
満たすもの）
一一一一一・曹曹一・．．匿匿曹 冒冒冒甲一一一一一一・．9．甲一，一一
第
日　　　　本
J　発　銀　行
届出駐車場（注10の条
盾?桙ｽすもの） 30％
曹曹曹曹，．層一一一一一一一一
@5．20％
冒冒一一曹9匿曹．騨，”一一一一
@　25年
@（5年）
元　　金
ﾏ　　等
（駐車場整備
n区，商業・
三
車庫等の専用駐車場
i注11の条件を満たす
烽ﾌ）
30％ 5．20％ 25％i5年）
元　　金
ﾏ　等
近隣商業地域
ﾈ外で設置さ
黷驍烽ﾌ）
セ
北海道東北
J　発公　庫 日本開発銀行と同じ 70％
5．15％
T．20％
25年
i5年）
元　　金
ﾏ　　等
○北海道東北
@開発公庫法
?
沖縄振興開発
焉@融　公　庫 日本開発銀行と同じ 70％
4．90％ 10～30年i3年）
元　　金
ﾏ　　等
○沖縄振興開
@発金融公庫
@法
15年
? 商店街近代化のための
､同施設の駐車場 65％
2．70％
（2年）
Q0年 ○中小企業事
中　小　企　業 （3年〉 元　　金 業団法
1 事　　業　　団 上記中「中小小売商業
U興法」に基づく認定 80％ 0％ 20年i5年）
均　　等 ○中小小売商
@業振興法
計画によるもの
●
中　小　企　業
焉@融　公　庫
従業員50人又は資本金
P千万円以下の駐車場ﾆ
400百万円 5．20％
10年
i1年）
元　　金
ﾏ　　等
○中小企業金
@融公庫法
民
間
国　　　　　民
焉@融　公　庫
従業員50人又は資本金
P千万円以下の駐車場ﾆ
40百万円 5．20％
10年
i2年）
元　　金
ﾏ　　等
○国民金融公
@庫法
○民間都市開
発の推進に
関する特別
措置法
日本開発銀行等 特定民間都市開発事業 ○日本電信電NTT株式の売
･収入の活用に
謔髓癡?ﾝ付金
iNTT－Cタイ
により整備されるもの
@都市計画駐車場
s市計画駐車場に準
@ずるもので注5の条
25％
R7．5％
T0％
3．75％ 15年
i3年）
元　　金
ﾏ　　等
話株式会社
ﾌ株式の売
･収入の活
pによる社
プ） 件を満たすもの 会資本の整
備の促進に
関する特別
措置法
資料　中小企業事業団指導部監修，（財）企業共済協会編集『商店街の危機脱出作戦一商店街活性化マニュア
　　　ルー』ぎょうせい，1993年，128～130ページ。
は200台以上）の路外駐車場であること。
　注一6　特定民間都市開発事業の要件（都市計画特許事業による駐車場を除く。）
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　①注一5の②～④による。②整備される建築物の延床面積が2，000㎡以上であること。
　注一7　道路開発資金を受ける場合の条件
　①駐車場の必要性が高い地域において建設する届出駐車場であること。②収容台数が自走式駐車
場ではおおむね100台以上，機械式駐車場ではおおむね30台以上であること。③地方公共団体の認定
または推薦を受けたものであること。
　以上のような点が，公的な資金の助成を受けるための諸条件である。
（注）
1）商業ソフトクリエイション編『商業施設における駐車場の適正な整備に関する調査研究j勧産業研究所，1993年，
　99ページ参照。
2）前掲r商業施設における駐車場の適正な整備に関する調査研究』117～119ページ参照。
3）㈹日本ショッピングセンター協会『ショッピングセンター　Number223j（1992年5月号）1992年，66ページ。
4）中小企業事業団指導部監修，側）企業共済協会編集『商店街の危機脱出作戦一商店街活性化マニュアルー』ぎょう
　せい，1993年，130～131ページ。
III事例研究
　　一相模大野駅ビルを中心として一
　1．売場面積と客用駐車場の状況
　図表III－1－1は，町田市，相模原市における主要大型店の売場面積と客用駐車場の状況である。
各店舗を1台当たりの売場面積でみてみると，1990年以後に開店した店舗は，売場面積と等しいか，
それ以上の客用駐車場面積を有している。特に，相模原地区のホームセンターや古淵地区のショッ
ピングセンターでは，売場面積に対して2～3倍の客用駐車場を備えていることがわかる。このよ
うに，モータリーゼーションの進展や業態の変革によるロードサイドへの出店に伴い，客用駐車場
の重要性は，今後ますます高まるだろう。
　2．客用駐車場の設置に係る必要台数の算出方式
　客用駐車場必要台数の算出については，各種の算出の基準方式が考えられる。本節では，1996年
秋に開業予定の相模大野駅ビルをモデルケースに取り上げて，（1）簡易な基準方式，（2）車客来店売上
高基準方式，（3）コントロールストア基準方式，の3つの算出基準方式から，客用駐車場必要台数の
算出を説明することにする。
　（1）簡易な基準方式
　簡易な基準方式は，店舗の売場面積から判断して，売場面積と容用駐車場面積（1台当たり売場
面積は20㎡と計算する）とが等しいのが，一般的な指標として用いられている。
　言い換えると売場面積が20，000㎡であれば，客用駐車場面積は20，000㎡（1，000台）が必要となる。
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図衷III－1－1　主要大型店売場面積及び客用駐車場台数
地区 店名 開店年月
店舗の
э齧ﾊ積
@　　m2
客用駐車
齣苣煤
@　　台
1台当た
閧ﾌ売場
ﾊ積　㎡
??????????
小田急（百貨店）
結}（百貨店）
rーミー
ﾛ井
ｼ友
ｷ崎屋
gポス
結}ハンズ
Wョルナ
1976年9月
P980年1月
P976年9月
P980年9月
P972年6月
P962年1月
P969年6月
P983年1月
P967年11月
26，017
Q4，456
P7，038
V，487
X，315
P1，702
X，313
P1，649
P0，672
475
X90
Q50
X0
R87
P86
P32
T30
@0
54．77
Q4．70
U8．15
W3．19
Q4．07
U2．91
V0．55
Q1．98
O．00
1店舗当たり平均駐車台数338台127，6493，040 41．99
?????伊勢丹（百貨店）
Cトーヨーカドー
猿ﾀ屋
1990年9月
P972年5月
P968年6月
29，449
V，554
S，970
1，240
@280
@30
23．75
Q6．98
P65．67
1店舗当たり平均駐車台数517台 41，973 1，550 27．08
??????????ダイクマ
猿ﾀ屋
Vング
c原屋
kマヤ
_イエー
Aイワールド
1987年10月
P979年11月
P967年6月
P979年11月
P980年9月
P977年11月
P987年7月
3，993
P1，616
R，732
R，429
R，825
P2，157
P5，059
415
S63
S63
R8
P02
R22
W50
9．62
Q5．09
W．06
X0．24
R7．50
R7．75
P7．72
1店舗当たり平均駐車台数379台53，811 2，653 20．28
???????イトーヨーカドー
Wヤスコ
gイザらス
hイト
rーズウォーク
1993年8月
P993年8月
P992年3月
P991年3月
P993年6月
14，870
P2，250
S，108
R，644
R，980
1，000
P，700
@250
@200
@200
14．87
V．21
P6．43
P8．22
P9．90
1店舗当たり平均駐車台数670台 38，852 3β50 11．60
（2の 1店舗当たり平均駐車台数441台262，28510，593 24．76
資料：㈹日本ショッピングセンター協会『ショッピングセンター10月号』
　　　Number240，1993年，より作成。
これはショッピングセンター（以下SCと略す）を基準とした考え方から来ており，駅ビルにおける
客用駐車場必要台数は，諸条件からみてSCの70％前後が妥当であろう。
　簡易な基準方式で，相模大野駅ビルの客用駐車場必要台数を計算してみると，専門大店部門（売
場面積14，000㎡）の客用駐車場必要台数は，700台となるが，駅ビルと言う立地条件に伴い，その70
％とみた場合においては490台となる。
　（計算例）　14，000m2÷20㎡×70％＝490台
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図表III－2－1　相模大野駅ビルの客用駐車場必要台数
売場面積 4，235坪（専門大店部門）
年間売上高予測 16，548百万円1）
◎内訳
平日年間売上高 16，548百万円×61．6％＝10，194百万円
土曜年間売上高 16，548百万円×15．7％＝2，598百万円
日祭年間売上高 16，548百万円×22．7％＝3，756百万円
店休日日数 20日（1996年1月～1996年12月をモデルにして）
営業日数 345日，平日231日，土曜49日，日祭65日
曜日別1日売上高比率 1．0　　　　1．2　　　　1．3
平日換算日数 375日，平日231日，土曜59日，日祭85日
100％　　　　61．6％　　　　　　15．7％　　　　　22．7％
日祭車客売上げ比率 30％
日祭車客客単価 9，700円
買い上げ率 90％
駐車場平均回転率 3．5回転
日祭車客年間売上高 日祭車客年間売上高×日祭車客売上げ比率
3，756百万円×30％＝1，126．8百万円
日祭買上車客台数 1，126．8百万円；9，700円＝116，165台
日祭必要来店車台数 116，165台÷90％＝129，072台
日祭1日来店車数 129，072台÷85日＝1，518台
平均回転数方式 1，518台÷3．5回転＝434台
　（2）車客来店売上高基準方式
　この方式は，車客の年間売上高を予測して，それを基準に1台当たりの客単価，買い上げ率等か
ら客用駐車場必要台数を算出する方法である。
　図表III－　2－1は，相模大野駅ビルの日祭日における客用駐車場必要台数を算出してみたもので
ある。
　主な基礎データを説明すると，曜日別売上高構成比については，町田市にある第1種大型店（駅
ビル）を参考にした。平日，土曜，日祭日別に1日の売上高比率をみると，1対1．2対1．3の比率に
なっており，都心店と類似した構成比となっている。
　日祭日における車客売上げ比率については，「相模原市商業実態調査報告書」によると，相模大野
駅勢圏居住者の買物交通手段として，乗用車利用率は35．0％以上あるといわれており，それを参考
に買い上げ率を30％に設定してみた。
　また，客用駐車場平均回転率については，SCでは4．5回転～5回転が平均であると言われている
が，相模大野駅ビルにおいては3．5回転を使用することにした。これらの数値から計算すると，相模
大野駅ビルにおける専門大店部門の客用駐車場必要台数は，434台となった。
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　（3）コントロールストア基準方式
　この方式は，店舗の商圏とその商圏内乗用車保有台数及び車客売上高の市場占拠率等から1日当
たりの平均客用駐車場必要台数を算出する方法である。
　数値の算出にあたっては，第III章第2節で使用している基礎データを用いることにする。商圏の
範囲の設定や人口・世帯動向については，本論では省略する2）。なお，商圏内の1996年における乗用
車保有台数（軽乗用車を含む）は，511，853台と予測してみた（図表III－2－2）。
　車客による新店舗の年間売上高の割合は，30％として年間売上高予測を496，440万円と見込んでみ
た。また，売上高に対する商圏の割合は，第1次商圏60％，第2次商圏30％，第3次商圏10％とし
ている。
図表III－2－2　商圏内乗用車保有台数（軽乗用車を含む）
商圏 都市名 1990年i実績）
1992年
i実績）
1996年
i推定）
1次 相模原市
　　台
P49，351
　　台
P69，334
　　台
Q17，679
2次 町田市 94，189103，767125，944
3次 大和市
ﾀ間市
C老名市
51，977
R0，400
R0，159
58，851
R5，070
R4，744
75，447
S6，672
S6，111
合計 356，076401，766511，853
資料：東洋経済『’94地域経済総覧』1991年，より作成。
　　　東洋経済r’94地域経済総覧』1993年，より作成。
※1：計算式
92年都市の乗騨保有台数・k9°都市の乗用車保有台数92年都市の乗用車保有台数
nー
図表III－2－3　車客による新店舗売上高予想額（年額）
商圏
車客による
V店売上げ
¥測額
@　　万円
売上げに対
ｷる商圏の
ы〟
@　　　％
1996年の乗
p車保有台
柏?閨
@　　　台
1996年の車
q単価
i平均）
@　　　円
年間1台の
P回潜在購
リz計
@　　万円
占拠率
@　　％
1次 297，864 60 217，679 8，800 191，558 155．50
2次 148，932 30 125，944 8，800 110，831 134．38
3次 49，644 10 168，230 8，800 148，042 33．53
合計 496，440 100 511，853 8，800 450，431 『
※1：車客による新店舗の年間売上高の割合は，年間売上高予測の30％とした。
　　　16，548百万円×30％＝496，440万円
※2：売上高に対する商圏の割合は，第1次商圏70％，第2次商圏20％，第3次商圏10
　　　％，という考え方もある。
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　市場占拠率にっいては，各商圏で乗用車を利用する顧客が1年間に何回乗用車を利用して買い物
に来るかである。
　すなわち，相模大野駅ビルにおける専門大店部門の車客に対する売上高は，第1次商圏から約1．6
回，第2次商圏から約1．3回，第3次商圏から約0．3回程度，顧客が乗用車を利用し，来店して，商
品の買い上げがないと年間売上高が達成できないことになる（図表III－2－3）。
　図表III－2－2及び図表III－2－3より1日当たりの客用駐車場必要台数を算出してみると，1
日平均来店車数は1，636台となり，その数値を3．5回転で割ると467台が客用駐車場必要台数となる
（図表III－2－4）。
図表III－2－4　車客による1日来店車数
商圏
1996年の乗
p車保有台
柏?閨
@　　台
占拠率
@　　％
売上高確保
ﾌための必
v来店車台
煤@　　台
1日当たり
K要来店車
苣煤
@　　台
客用駐車場
ﾌ必要台数
@　　台
1次 217，679 155．50 338，491 981 280
2次 125，944 134．38 169，245 491 140
3次 168，230 33．53 56，408 164 47
合計 511，853 一 564，144 1，636 467
※1：営業日数は，345日とする。
※2：駐車場平均回転率は，3．5回転とする。
（4）3つの基準方式で算出した台数の比較
図表III－2－5　客用駐車場必要台数の比較
　相模大野駅ビルの客用駐車場必要台数について，簡易な基準方式，車客来店売上高基準方式，コ
ントロールストア基準方式で算出した台数を比較してみることにする（図表III－2－5）。
　3つの算出基準方式には，それぞれの算出に対しての基準となるものが異なり，一長一短がある。
　簡易な基準方式と車客来店売上高基準方式の台数を比較してみると，56台の差があり，また，簡
易な基準方式とコントロールストア基準方式の台数を比較してみると，23台の差がある。一方，コ
ントロールストア基準方式と車客来店売上高基準方式の台数を比較してみても，33台の差ができて
いる。どれが客用駐車場として，“適正”であるかを判断するには，苦しむところである。
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　しかし，客用駐車場必要台数について，どの基準方式を採用するかは，客用駐車場を経営の戦略
として捉え，諸条件を考慮しながら，客用駐車場の規模設定の主体者である小売業者が決めなけれ
ばならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　相模大野駅ビル計画における客用駐車場の収容台数は，428台の予定となっているが，3つの算出
基準方式によってからも明らかなように，客用駐車場必要台数は，不足することが予想される。
　3．客用駐車場の設備投資による経営効率の測定
　設備投資にみる経営効率の測定する方法として，専門的分野においては，「原価法による方法」，
「利益法による方法」，「現価法による方法」，「現金流入額割引法による方法」等3）が考えられるが，
これらの方法は，計算の仕方も複雑で専門的知識が必要となる。
　客用駐車場の設備投資にみる経営効率の測定をする際，計算が簡単で理解も容易である方法とし
て検討した結果，（1）損益分岐点算定式による方法4），（2）資金回収期間法による方法5），が便利である
と判断し，本節においては，上記の2つの計算方法を用いて説明することにする。
　（1）損益分岐点算定式による方法
　売上高と総費用の関係を明らかにし，利益の変動状況を知るためのものである。すなわち，設備
投資する客用駐車場とこれによる売上高の関係を，損益分岐点算定式を利用して，売上高が損益分
岐点を上回っているかをみる方法である。この方法によって，損益分岐点に見合う売上高や，純利
益または純損失の発生態様がわかる。
計画駐車場の収容台数×年間車客1台当たりの売上高
　　　　　　　　　＝駐車場利用による年間売上高
　「店舗の駐車台数によって売上高が決まる。」と言われるように，駐車場のスペースから売上高を
推定できる。また，損益分岐点算定式の公式を誘導するために，下記の符号を定める。
S：売上高　F　固定費　V：変動費　v：変動費率
P：純利益　m　限界利益率
①損益分岐点算定式
　損益分岐点となる売上高の金額を求める式。
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S＝F十Sv　　F＝S（1－v）＝　v＝V÷S
　　　　F　　　F∴　S＝　　　＝　　　　1－v　　m
②純利益算定式
　一定の売上高から得られる純利益の金額を求める式。
P＝S－　（F十Sv）
∴　PニSm－F
P＝S（1－v）－F
③売上高算定式
　一定の純利益額をあげるための売上高の金額を求める式。
S＝　（F十Sv）十P　　　S　（1－v）＝F十P
　　　F十P　　　　F十P∴　S＝　　　　＝　　　　1十v　　　m
④固定費変動式
　固定費がα％増減する場合の売上高を求める式。
S＝　（F±F・α％）十Sv
S（1－v）＝F（1±α％）
．S－F（1±・％）－F（1±・％）
　　　　　1十v　　　　　　　m
⑤変動費率変動式
　変動費率がβ％増減する場合の売上高を求める式。
S＝F十Sv（1十±β％）
F＝S〔1－v（1±β％）〕
　　　　　　　F．’D　S＝　　　　1－v（1±β％）
本節の「①損益分岐点算定式」の公式を利用し，下記の数値を代入して，計算を行ってみること
にする。
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図表III－3－1　車客における年間売上高予測
客用駐車場収容台数 428台
1台当たりの年間売上高 1，160万円
車客における年間売上高 496，440万円
図表III－3－2　売上高と総費用の一覧表（単位：万円）
合　　計 固　定　費 変　動　費
売　上　高 496，440
総　費　用 486，886 70，280 416，606
純　利　益 9，554
なお，変動費の中には，売上原価（原価率77．00％）382，259万円が含まれている（図表III－3－
1，図表III－　3－2）。
図表III－3－3　損益分岐点の売上高
　　　　　　　416，606万円＠変動費率＝　　　　　　　　　　　　　＝0．83919　　　　　　　496，440万円
⑤限界利益率二1－0．83919＝0．16081
　　　　　　　　　　　　70，280万円◎　損益分岐点の売上高二　 　　　　　　　　　　　　　　　＝437，037万円　　　　　　　　　　　　　0．16081
　図表III－3－3の計算から，このケースでは，437，037万円の売上高があれば，売上高と総費用が
一致する点，つまり純損益がゼロとなる分岐点額である。
　売上高が損益分岐点に等しくなる点では，純損益ゼロとなり，この損益分岐点を売上高が下回る
と純損失が発生し，逆に上回ると純利益が発生する。従って，これらの公式を使用することにより，
設備投資に対する利益計画を設定することができる。
　（2）資金回収期間法による方式
P：資金回収年数　　N　年間経常利益
T：年間税金　　　　0　年間現金流入額
Y：償却期間
1：設備投資額
D：年間減価償却費
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D＝1×90％÷Y
O＝N－T十D
P＝　　0
※1：90％は，設備投資における最終残存価額を10％としてみているため。
※2：70％は，設備投資額の評価額。
※3：17／1000は，固定資産税14／1000と都市計画税3／1000の合計。
　計画駐車場の設備投資に必要な資金を，その投資から得られる現金流入額（キャッシュ・フロー）
で回収できる年数を計算し，回収年数が短いほど有利とする方法である。
　（2）の資金回収期間法による方式を利用して，④地下客用駐車場のケース，⑤地上立体駐車場のケ
ース，の2つのケースについてみることにする。ただし，この算出方法は，計算も簡単で理解も容
易であるが，設備投資の経営効率より，資金回収の所要期間を計算していることにポイントがおか
れている。
　④地下客用駐車場の場合
　「①損益分岐点算定式」で使用した数値を基に，地下客用駐車場の資金回収期間を計算してみるこ
とにする。
　地下客用駐車場の1台当たりの建設費は，業界の数値を参考に1台当たり2，300万円と仮定した。
また，減価償却については，最終残存価額を10％とし，耐用年数を45年と設定した（図表III－3－
4，図表III－　3－5）。
　図表III－3－5の数値からわかる通り，独自の事業として地下客用駐車場の建設に設備投資を行
うことは，建設コストが大幅にかかり，資金回収年数が約56年間と長期にわたるため，独自の事業
としての採算が合わないと言える。
　⑤地上立体駐車場の場合
　次に，「①損益分岐点算定式」で使用した数値を基に，地上立体客用駐車場の資金回収期間を計算
してみることにする。
図表III－3－4　資金回収期間算出のための数値（その1）
客用駐車場設備投資額
P台当たり＠2，300万円
翌Q，300万円×428台
984，400万円
年間（経常）利益 9，554万円
償却期間 45年
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図表III－3－5　資金回収年数（その1）
④　年間減価償却費＝984，400万円×90％÷45年＝19，688万円
⑤年間税金＝984，400万円×70％×17／1000＝11，714万円
◎　年間現金流入額＝9，554万円一11，714万円＋19，688万円
　　　　　　　　　＝17，528万円
　　　　　　　　　984，400万円＠資金回収年数＝　　　　　　　　　　　　　　　＝56．16≒約56年　　　　　　　　　17，528万円
　地上立体客用駐車場の1台当たりの建設費は，業界の数値を参考に1台当たり500万円と仮定し
た。また，減価償却については，最終残存価額を10％とし，耐用年数を45年と設定した（図表III－
3－6，図表III－3－7）。
図表III－3－6　資金回収期間算出のための数値（その2）
客用駐車場設備投資額
P台当たり＠500万円
翌T00万円×428台
214，000万円
年間（経常）利益 9，554万円
償却期間 45年
図表III－3－7　資金回収年数（その2）
年間減価償却費＝214，400万円×90％÷45年＝4，280万円
年間税金＝214，000万円×70％×17／1000＝2，547万円
年間現金流入額＝9，554万円一2，547万円＋4，280万円
　　　　　　　＝11，287万円
　　　　　　　214，000万円資金回収年数＝　　　　　　　　　　　　　＝18．96≒約19年　　　　　　　11，287万円
　図表III－3－7の数値からわかる通り，地上立体客用駐車場の建設に設備投資を行うことは，地
下客用駐車場の建設と比較して建設コストが4分の1程度と安く，資金回収年数も約19年間と3分
の1程度に縮小されることになる。
　しかし，これは小売業者の関連施設としてみた数値であるために，独自の事業としてみた場合に
は，資金回収年数がもっと短くなければならないことは言うまでもない。
　このように，固定資産への設備投資となると，投下資本額も大きくなり，いったん設備投資をす
ると長期に資金が当該設備・機械施設等に固定するため，どのような投資プロジェクトに資本を投
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下すべきか，設備投資決定には，ますます慎重にならざるをえない6）。
（注）
1）年間売上高予測額である16，548百万円の算出については，拙稿「都市再開発の進展と小売業の役割と機能に関す
　る研究」，『明治大学大学院紀要』第31集，政治経済学篇，1994年，448～449ページ参照。
2）前掲『明治大学大学院紀要』第31集，政治経済学篇，448～449ページ参照。
3）西澤脩著者『財務管理』産業能率短期大学通信教育部，1982年，95～101ページ参照。
4）前掲『財務管理』132～141ページ参照。
5）前掲『財務管理』96～97ページ参照。
6）村松司叙著者『財務管理入門』同文舘出版，1981年，19ページ参照。
IV　客用駐車場の課題と今後のあり方
　1．相模大野にみる客用駐車場の課題
　相模大野駅ビルは，小田急線駅舎と一体なっている駅ビルであり，そのため，小田急線は最大の
交通手段であると言えよう。
　しかし近年，東京圏の郊外や地方都市においては，買物交通手段としての乗用車利用率が増加し
ている。「相模原市商業実態調査報告書」によれば，相模大野駅勢圏居住者の買物交通手段としての
乗用車利用率は，35．0％以上あると言われている。
　図表IV－1－1及び図表IV－　1－2は，筆者が実態調査を行った結果である。
図表IV－1－1　客用駐車場台数と売場面積の関係
店　　名 売場面積@㎡
駐車場
苣煤
@台
1台当た
閧ﾌ売場
ﾊ積　㎡
1台当た
閧ﾌ売場
ﾊ積⑧㎡
小田急新宿店 57，316 380 150．83 105．58
小田急町田店 24，142 642 37．60 26．32
小田急藤沢店 10，979 918 11．96 8．37
多摩カリヨン館 9，593 244 39．32 27．52
新百合Lミロード 18，000 600 30．00 21．00
相模大野駅ビル 29，000 428 67．76 47．43
青葉台東急百貨店 17，600 930 18．92 13．24
伊勢丹相模原店 37，305 490 76．13 53．29
合　　　　　計 203，9354，632 44．03 30．82
※1：＠は，1台当たりの売場面積に70％を掛けたものである。
　　　例，57，316㎡×380台；150。83㎡→1台当たりの売場面積
　　　150．83㎡×70％ニ105．58㎡
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　1993年4月に開業した青葉台東急百貨店は，売場面積が17，600㎡に対して客用駐車場台数が930台
であり，1台当たりの売場面積の割合は18．92㎡と標準的である。1994年秋に開業予定の相模大野駅
ビルの計画では，売場面積が29，000㎡に対して客用駐車場台数が428台であり，1台当たりの売場面
積の割合は67．76㎡となる予定である。
　一一方，競合する1993年4月に増床した伊勢丹相模原店は，売場面積が37，305㎡に対して客用駐車
場台数が490台であり，1台当たりの売場面積の割合が76．13㎡となっている。
　しかし，相模大野駅ビルの客用駐車場計画では，第III章第2節で述べた通り，計算上においても
十分とは言えず，その上，複合商業施設のため，専門大店部門（売場面積14，000㎡），専門店部門（売
場面積15，000㎡），ホテル（130室）等を含めて検討すると，客用駐車場必要台数は，明らかに不足
している。
　とくに，日曜・祝祭日に車での来店やホテルでの宴会等が集中した場合を予想すると，計画され
ている客用駐車場では，対応が無理と言えよう。日曜・祝祭日等の集中度対策として，日曜・祝祭
日用の客用駐車場を別途に用意する必要があると思われる。客用駐車場台数は多いほど，競合上有
利であることは言うまでもないが，敷地面積や駐車場建設コスト，そして賃借料などの制約がある。
これらの充実度と採算性に載せる運営管理上のノウハウ，実績の有無を検討すべきである。
　2．適正な客用駐車場の規模
　商圏が設定されて，年間売上高予測が決まり，この数値の売上高を実現するために，さまざまな
計画が基本計画として立案されるが，客用駐車場規模の検討についてもそのプロセスの中で考える
必要がある1）。
　客用駐車場の規模設定の主体者は，小売業者であることは言うまでもないが，“適正”水準を満足
させる規模の基準として，消費者，行政官庁，小売業者の3者の満足度が一致するところである。
消費者の立場では，何時来ても待たずに止められるし，止めやすい客用駐車場，行政官庁の立場で
は，周辺道路に基準以上の渋滞を起こさないようにし，周辺住民に迷惑のかからない客用駐車場，
小売業者の立場では，目標売上高を達成するために，必要となる駐車台数が確保できる客用駐車場，
等が理想的な規模の基準となると言える2）。すなわち，適正客用駐車場規模とは，「店舗の売上高を
達成するために必要十分な駐車台数が確保でき，日祭日のピーク時にもお客様に対して待たせずに
駐車ができ，周辺道路に渋滞がなくスムーズであり，その上，コストも計画内で収まること。」にな
るだろう3》。
　そこで，小売業者は，客用駐車場必要台数を算出して，店舗の立案条件，MD力，競合店との関
係等と，それに係る自社がもつ各種の経営資源に検討・修正を加えて，よい意味での妥協点が，実
現可能となる“適正”な客用駐車場必要台数の規模であると認識し，計画を実施することが望まれ
る。
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図表IV－1－2　客用駐車場台数一覧表
店　　　名 駐車場内容 台　　数 合計台数
小田急新宿店 地　下　駐　車　場 380台 380台
小田急町田店 いちのや駐車場 400台
大　雄　駐　車　場 122 642台
森　野　駐　車　場 120
小田急藤沢店 湘南パーキング 253台
第　2　駐　車　場 233
第　1　駐　車　場 90 918台
ライジングパーキング 27
（土・日・休のみ） リラパーキング 315
多摩カリヨン館 地　下　駐　車　場 57台
高架下駐車場 187 244台
新百合Lミロード 立体駐車場ビル 600台 600台
相模大野駅ビル 都市計画駐車場 214台
（計画） タワーパーキング 108 428台
地下駐車場B層 106
青葉台東急百貨店 立体駐車場ビル 460台
高架下駐車場 120
リクレ屋上駐車場 120 930台
土志田駐車場 120
本館地下駐車場 110
伊勢丹相模原店 本館地下駐車場 286台
第　1　駐　車　場 115
（土・日・休のみ） A　館　駐　車　場 41 490台
（土・日・休のみ） 第　2　駐　車　場 25
（土・日・休のみ） 第　4　駐　車　場 23
8店舗合計客用駐車場台数 4，632台
1店舗当たり平均客用駐車場台数 579台
　3，客用駐車場の今後のあり方
　地域開発を目的とする商業集積は，都市としての機能をあわせもつ商業施設でなければ，地域消
費者を引きつける魅力に欠けることになる4）。これからの小売業にとって，客用駐車場は，店舗の経
営戦略上において必要不可欠なものである。
　しかし，大規模な客用駐車場の設置は，路上滞留，騒音，街並景観喪失等について，周辺環境に
影響を及ぼすことがあることも忘れてはならない。そのためには，設置者である小売業者が事前に
十分な対策，対応を考えて，運営計画を練る必要がある5）。
　また，客用駐車場を利用する際は，お買上金額に対して2時間まで無料サービスを実施している
ところが多くみられる。だが今後は，地価，建設コスト，管理運営費等から，無料サービスに対す
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るお買上金額のランクアップや有料時間帯の利用料金の見直し等に関して，検討し，改定すること
も忘れてはならない。
　商業施設は，魅力ある地方都市づくりにその機能を発揮することが期待されており，車社会に対
応した客用駐車場が，地域社会の開発と発展に貢献するものでなければならないのである6）。
　4．　むすび
　小売業における競争は，機能主義的ないし生態学的からみて，商圏内でその店舗の繁栄を維持す
るための機能を求め，また見いださなければならないと言う仮定からはじまる7）。
　小売業は，立地条件，MD力，サービス等において，競合店とある程度差別化する傾向をもち，
それを消費者にアピールしている。そのために，各店舗とも個性や特性を最高度に発揮することに
よって，競争的優位性を確立しようとしている8）。客用駐車場をとらえてみても，車社会においては，
小売業の生命線ともなる重要な商業機能の1つと言わざるを得ない。
　21世紀に向かって小売業は，地域消費者に便益を与えるだけの役割を果すだけではなく，ショッ
ピングの楽しさを味わうと言う点において，アメニティ性やアミューズメント性のあるソフト面と
ハード面との結びつきがより重要になってくる。
　小売業者は地域消費者に対して，このような総合性の上に商業活動が展開されなくては，地域社
会の経済性に帰結しないのである9）。
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